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※「空家」と「空き家」の記載について

本計画については、「空家等対策の推進に関する特別措置法」に基づいて作成されているため、

本文については「空家」とした。

ただし、「村上市空き家バンク」、「村上市の条例・規則・要綱等」については「空き家」を用

いた。
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１．計画策定の背景と目的

近年、人口減少や高齢化の進展、居住形態の多様化など、社会構造やニーズの変化に伴い、全国的に

空家等問題が顕在化しており、本市においても空き家等に関する問い合わせや苦情が多くなっている状

況であります。

空家等については、本来個人の財産として、所有者等の責任の下、適切に管理すべきものであるとの

考え、これまで行政として対応する範囲や方策は極めて限定的で限界があります。

しかしながら、管理不全な空家等が市民の安心・安全な暮らしに悪影響を及ぼしており、本市として

も空家等について適切に対応していく必要性が高まってきております。

このため、平成２５年７月に「村上市空き家等の適正管理に関する条例」を施行し、また、平成２７

年５月には「空家等対策の推進に関する特別措置法」（以下「法」という。）が完全施行され、この間、

空家等対策に市としても取り組んで参りました。

本計画は、法第６条に基づき、本市として実効性のある空家等対策について、総合的かつ計画的に実

施していくための基本方針や取り組みを示すものとして策定しました。

今後、本計画を推進しすることにより、空家等の発生抑制や適正な維持管理、有効活用の推進等のた

めの取り組みを進め、市民が安心して暮らせる良好な住環境の整備を図ります。

第１章 計画の概要

空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年１１月２７日 法律第１２７号）

（目的）

第一条 この法律は、適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域住民

の生活環境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、地域住民の生命、身体又は財産を保護す

るとともに、その生活環境の保全を図り、あわせて空家等の活用を促進するため、空家等に関

する施策に関し、国による基本方針の策定、市町村（特別区を含む。第十条第二項を除き、以

下同じ。）による空家等対策計画の作成その他の空家等に関する施策を推進するために必要な事

項を定めることにより、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって公共の福祉

の増進と地域の振興に寄与することを目的とする。

（市町村の責務）

第四条 市町村は、第六条第一項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに基づく空家等に

関する対策の実施その他の空家等に関する必要な措置を適切に講ずるよう努めるものとする。
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２．計画の位置付け

本計画は、法第６条に基づく計画であり、上位計画である第二次村上市総合計画との整合を図りつつ、

本市の地域の実情に合わせ、総合的かつ計画的に空家等に関する対策の方針や実施体制等を定めたもの

です。

なお、計画の策定にあたっては、「村上市空き家等対策計画策定委員会」において議論を重ねたほか、

パブリックコメントで広く市民の意見を取り入れております。

【空家等対策計画に掲げる事項】（法第６条第２項）

（１）空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空家等に

関する対策に関する基本的な方針

（２）計画期間

（３）空家等の調査に関する事項

（４）所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項

（５）空家等及び除却した空家等に係る跡地（以下「空家等の跡地」という。）の活用の促

進に関する事項

（６）特定空家等に対する措置（第１４条第１項の規定による助言若しくは指導、同条第２

項の規定による勧告、同条第３項の規定による命令又は同条第９項若しくは第１０項の

規定による代執行をいう。以下同じ。）その他の特定空家等への対処に関する事項

（７）住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項

（８）空家等に関する対策の実施体制に関する事項

（９）その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項

連携

村上市歴史的風致維持向上計画

村上市景観計画

村上市都市計画マスタープラン

関 連 計 画

村上市空家等

対策計画

第二次村上市総合計画空家等対策の推進に関する特別措置法
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３．対象地区

空家等は、市内全域に分布しており、空家等に関する対策は、市内全域について行う必要がある

ことから、本計画は村上市全域を対象とします。

ただし、今後の空家等の発生状況や特定空家等が集中的に発生する地区が生じるなどした場合に

は、重点的に対応する地区の設定を検討します。

４．対象とする空家等の種類

本計画の対象とする空家等については、法第２条第１項に規定された「空家等」とします。

■空家等（法第２条第１項）

建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされていないことが常態であ

るもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）をいう。ただし、国又は地方公共

団体が所有し、又は管理するものを除く。

■特定空家等（法第２条第１項）

そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となる恐れのある状態又は著しく衛生上有害とな

る恐れのある状態、適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態、その

他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態にあると認められる空家

等をいう。

・建築物とは「建築基準法の建築物」と同義であり、土地に定着する工作物で屋根及び柱又は壁を有

するもの（これに類する構造のものを含む）である。

・居住その他の使用がなされていないことが常態とは、概ね年間を通して居住・使用の実績がないも

のである。

敷地（立木等の定着物含む）

空家等（法第２条第１項）

住宅をはじめとする全ての建築物 附属工作物（看板等）

居住その他の使用がなされていないことが常態

特定空家等(法第 2条第 2項
空家等の状態

空家等（法第２条第１項）

倒壊等著しく保安上危険

その他周辺の生活環境の保全を図

るために放置することが不適切

著しく衛生上有害

著しく景観を損なっている
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５．計画期間

本市の空家等対策計画の計画期間は、平成３１年４月から平成３６年３月までの５年間とし、社会情

勢の変化や関連計画の更新等、必要に応じて見直しを行います。
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１．空家等の現状

（１）全国の現状（表１）

平成 25年 住宅・土地統計調査によると、全国の総住宅数は約 6,063万戸であり、５年前の平成
20年と比べ約 304万戸（5.3%）増加しています。また、空家数も約 820万戸と約 63万戸（8.3%）
増加しており、空家率は過去最高の 13.5%となっています。

表１ 全国の空家数・空家率の推移（出典：住宅・土地統計調査）

（２）新潟県の現状（表２）

新潟県の空家数は、平成 25年では総住宅数が 972,300戸、空き家数が 13,200戸であり、空家率は
全国とほぼ同数の 13.6％となっています。

表２ 新潟県の空家数・空家率の推移（出典：住宅・土地統計調査）

5,389 5,759 6,063

659 757 820
12.2% 13.1% 13.5%

（万戸）

総住宅数 空家総数 空家率

888,000 929,700 972,300

92,100 112,800 132,000
10.4% 12.1%

13.6%

（戸）

総住宅数 空家総数 空家率

第２章 空家等の現状と課題
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（３）村上市の現状（表３）

本市では、平成 25年では総住宅数が 24,600件、空家数が 3,070件であり、空家率は 12.5%となっ
ているものの、全国や新潟県よりは低くなっています。

表３ 総住宅数及び空家総数（出典：住宅・土地統計調査）

参考：住宅・土地統計調査による住宅の種類

（４）村上市の状態・実態

平成 23年に市内全域を対象に、居住を目的として建築されたが、居住していない住宅や店舗兼住
宅（アパートは除く）を対象に調査を行いました。行政区ごとに調査区域を分け、調査員には各行政

区に住所を要する職員を選出し町内区長や近隣住民からの聞き取り等により調査を行ったものです。

市全体の空家件数（表４）は 1,505 件で、世帯数に対し空家の占める割合は 6.18%と高い数値を示

していました。件数が最も多かった地区は村上地区の 705件で、地区の中でも特に中心市街地におけ
る空家件数が目立ちました。また、世帯数に対する空家占有率の最も高い地区は山北地区で 10.60%
と他の地区に比べても高い数値でした。

この結果から、村上市では中心市街地の空洞化と、市街地から離れた中山間地域の過疎化が進展し

ていると考えられました。

空家の状況（表５）については、調査は空家の外観で判断したもので、内部状況は確認していない

ものの、市内全域では約半数の 832 件が「○；十分活用できる」と回答されました。「△；判断

総住宅数
居住宅数

空家総数 空家率

全 国 ６０，６２８，６００ ８，１９５，６００ １３．５２％

新潟県 ９７２，３００ １３２，０００ １３．５８％

村上市 ２４，６００ ３，０７０ １２．４８％

居住世帯のある住宅

居住世帯のある住宅 空き家

一時現在者のみの住宅

建築中の住宅

賃貸用の住宅

売却用の住宅

その他の住宅

（放置空家を含む）

二次的住宅

（別荘等）

住宅以外で人が居住する建物

(一戸建・長屋建・共同住宅・他)

住宅

(一戸建・長屋建・共同住宅・他)

※住宅・土地統計調査は、我が国の住宅とそこに居住する世帯の居住状況、世帯の保有する土地等の実態を把握し、その現状と推移を明らかにすることを目的と

して5年ごとに総務省統計局が行っている調査です。この調査の結果、住生活基本法に基づいて作成される住生活基本計画、土地利用計画などの諸施策の企画、
立案、評価等の基礎資料として利用されています。

※この調査は抽出調査のため、実際の数とは差異が生じます。
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が難しい」との回答では、活用するにも相当の修理・改修が必要と思われ、「×；活用が難しい」と

の回答に至っては、いわゆる「廃屋」に分類され、管理者が不在であったり、所有者が管理していな

いなど、適切に管理されていない物件が多く見受けられました。

空家の使用形態（表６）では、「1）;1 年を通して不在」が最も多く、全体で 865 件と過半数以上を

占めていました。

また、「２）定期的に利用（盆、正月など）」との回答では、主に盆・正月、地域の祭りなどの際に

帰省（利用）している場合が多く、定期的に利用している物件では、管理が適正に行われているもの

が多く活用が可能と判断される物件が多くあるが、1年を通して不在の物件については、管理者がい
ない、または近くにいないことが多く、老朽化が進み活用できない（＝廃屋）となるケースが多く見

受けられます。

平成 29 年には空家等実態調査業務委託により、平成 23年の調査で空き家と判断された対象物件及

び調査後に近隣住民等の連絡や相談により空家と判明した物件を主に、市内全域を対象に専門業者に

よる空家実態調査（表７）を行いました。

表４ 空家の件数（空家調査：平成 23年 6月 6日～6月 30日）

表５ 空家の状況（空家調査：平成 23年 6月 6日～6月 30日）

【 ○；十分活用できる △；判断が難しい ×；活用が難しい 】

地区名
空家件数

(A)
H23.6.1

住基世帯数(B)
空家占有率

(A)／[ (A)＋(B) ]

村上地区 ７０５ １０，８００ ６．１３ ％

荒川地区 １４４ ３，５６１ ３．８９ ％

神林地区 １５７ ２，８５０ ５．２２ ％

朝日地区 ２０８ ３，１６４ ６．１７ ％

山北地区 ２９１ ２，４５４ １０．６０ ％

合 計 １，５０５ ２２，８２９ ６．１８ ％

地区名
空家

件数(A)
状況（件） 状況（割合％）

○ △ × ○ △ ×

村上地区 ７０５ ４４０ １８３ ８２ 62.41% 25.96% 11.63%

荒川地区 １４４ ７８ ４１ ２５ 54.17% 28.47% 17.36%

神林地区 １５７ ５４ ６７ ３６ 34.39% 42.68% 22.93%

朝日地区 ２０８ ７０ ７０ ６８ 33.65% 33.65% 32.70%

山北地区 ２９１ １９０ ５５ ４６ 65.29% 18.90% 15.81%

合 計 １,５０５ ８３２ ４１６ ２５７ 55.28% 27.64% 17.08%
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表６ 空家の使用形態（空家調査：平成 23年 6月 6日～6月 30日）

【 1)；１年を通して不在 2)；定期的に利用（盆、正月など） 3)；その他 】

表７ 空家実態調査（平成 29年 5月 1日～10月 30日）

２．空家等が及ぼす影響

（１）防犯防災の問題

空家等が放置されていることで、不特定者による不法侵入や放火などの犯罪率が上がり、地域の防

犯・防災力及びコミュニティの低下につながる。

（２）生活環境の問題

空家等の敷地へのゴミの不法投棄による悪臭や、雑草や樹木の繁茂により動物や害虫が発生するこ

とで環境衛生の悪化が懸念される。

（３）景観悪化の問題

長年放置された管理不全の空家等があることで、その地域のイメージが悪くなり、せっかくの美し

い町並みや景観が損なわれる。

（４）安心安全の問題

地区名 空家件数 空家解消
更地

（取り崩し等）

村上地区 ３７７ ３０２ ９５

荒川地区 １６３ ０ ０

神林地区 ８０ ６７ ２２

朝日地区 １４２ ８１ ３１

山北地区 ２０８ ８０ ５２

合 計 ９７０ ５３０ ２００

地区名
空家

件数(A)
使用形態（件） 使用形態（割合％）

1) 2) 3) 1) 2) 3)

村上地区 ７０５ ４２５ １５７ １２３ 60.28% 22.27% 17.45%

荒川地区 １４４ ６９ ２０ ５５ 47.92% 13.89% 38.19%

神林地区 １５７ ９５ ４５ １７ 60.51% 28.66% 10.83%

朝日地区 ２０８ １１８ ４０ ５０ 56.73% 19.23% 24.04%

山北地区 ２９１ １５８ １０２ ３１ 54.30% 35.05% 10.65%

合 計 １,５０５ ８６５ ３６４ ２７６ 57.47% 24.19% 18.34%
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老朽化が進んだ空家等が、強風や大雪及び地震等での建築資材等の剥離、飛散はもとより、損壊や

倒壊による事故が起きる可能性がある。

３．空家等における課題

空家等の現状やこれまでの問題を踏まえると、これから空家等対策を推進していく上で、次のような

課題が考えられます。

（１）所有者の管理意識の問題

少子高齢化の進行や人口減少問題、経済情勢の変化など社会情勢の著しい変化により、空家等が

年々増加してきています。そこには所有者等にとって空家等の管理意識を阻害させる複雑な権利関係

や相続問題、市外等の遠方に持ち家があり、管理責任意識を持ちにくいことなどがあげられます。

（２）地域コミュニティの管理能力低下の問題

近隣住民との関係性が希薄化していることなどから、地域内の空家等への関心がなく、実態や所有

者等の把握が困難になってきています。そこには近隣トラブルに巻き込まれたくないなどの理由から、

地域で解決するという行政の補完的機能が失われていることも考えられます。

（３）空家等の利活用促進の問題

平成 23 年から始めた本市の空き家バンク制度により、空家等の有効活用には一定の効果をあげて

いますが、現在は市外からの移住者を対象として売買契約のみで運営していることあり、さらに空家

等を有効活用するためにも賃貸契約も含め地域住民への提供が急がれています。

（４）管理不全な空家等の問題

平成２５年７月に「村上市空き家等の適正管理に関する条例」を施行し、管理不全な空家等が周辺

住民等に悪影響を及ぼす恐れがある場合に対応を実施しています。

本条例では、所有者等に対する助言・指導、勧告、命令及び行政代執行を規定しているほか、緊急

に危険回避する必要がある場合に、所有者等の同意により本市が緊急措置を講ずることができること

を規定しています。

＜事例１＞

Q.隣家が空家となり、適正な管理も行わず倒壊等の危険が想定される状況であるが、お金がないと
言って所有者が何もしてくれない状況が続いている。

A.このような場合は、隣家住民が空家の所有者に対して「妨害排除請求訴訟」を起こされるケース
が想定される。

＜事例２＞

Q.相続人全てが相続放棄をしたが、市から空家の適正管理を行うよう文書等で連絡が来る。相続放
棄をしても買い入りを行わなければいけないのか。

A.相続放棄をしたからと言って、被相続人の相続財産から発生する問題について完全に責任を免れ
るわけ打破ありません。民法９４０条では、次の管理者（相続人）が管理を始めるまでは、相続放棄

をされた方々で管理をしなくてはいけないとなっております。
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（５）地域特性の問題

本市では、市街地や中山間地域、歴史的町並みなど、それぞれの地域特性があるため、それぞれの

地域特性に合った空家等対策を講じて行きます。

（６）情報発信・啓発及び相談窓口の周知

本市のホームページや市報により、空き家等の適正管理についてなどの情報発信・啓発活動に取り

組んで行きます。

また、相談窓口としては、市民課生活人権室及び各支所地域振興課市民生活室において、窓口や電

話等での空家等に関する相談対応を実施しているほか、司法書士や宅建協会など各種専門団体と連携

した相談会を検討して行きます。

４．空家等実態調査

本市では、市内の空家等の所在や状況等を詳細に把握するため、空家等実態調査を実施しました。調

査結果で、空家と判断される建物は９７０戸存在していることを確認しました。

調査の内容は以下のとおりです。

（１）対象区域

市内全域を対象に一戸建住宅の空家を調査しました。

（２）調査期間

平成２９年５月から平成３０年３月

（３）調査の内容及び方法等

新潟県宅地建物取引業協会村上支部と調査業務委託により、５月から１０月にかけて前回調査した結

果及びその後市民から情報提供があった新規の空家を含めた建物を現地調査（敷地外からの外観目視）

１１月から調査結果を基に、固定資産課税情報の提供を受けて、所有者等を確認できた９７０戸に対

して｢空家に関する意向調査アンケート」を実施。

（４）現地調査結果の概要

（５）空家等所有者等の意向に関するアンケート調査結果

平成２９年度空家等実態調査で把握し、固定資産課税情報で確認できた９７０件の所有者等を対象に

アンケート調査を実施し、平成３０年３月末日までに５２６件の有効回答を得ました。

（回収率は５４.２％となっています。）
本アンケートは、空家の管理の実態及び意向を把握するとともに、所有者等の確認目的もあることか

ら、未回答者については、引き続き所有者等確認調査を行っていくこととします。

調査件数

調査結果

空家数 居住 新改築

居住
更地 その他

前回調査空家数（H23年度） 1,505 850 153 49 160 293
前回調査後の情報提供数 195 120 20 6 40 ９

今回調査結果の空家数 1,700 970 173 55 200 302
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空家調査票回答集計

調査票送付件数：970件
回答件数（8/31現在）：526件
返却（宛先不明のため）（8/31現在）：53件
回収率：54.2％
問 1 建物の確認について ７９．７％が空家状態

（1）現在、建物はどのような状態になっていますか。（1つ選択）

問 2 空き家の現状について 建築してから、４０年以上経過している

（1）建築時期はいつ頃ですか。（1つ選択） 空家が全体の５４．３％

31

12

4

15

2

419

14

29

回答数 回答率

1.自分、親族が住んでいる又は今年度中に住む予定である 31 5.9%

2.貸している 12 2.3%

3.売却済である 4 0.8%

4.解体済又は今年度中に解体予定である 15 2.9%

5.不明または心当たりがない 2 0.4%

6.空き家となっている 419 79.7%

その他（セカンドハウス、作業場、別荘、物置として使用。年内回か使用）など 14 2.7%

無回答 29 5.5%

合計 526 100.0%

回答数 回答率

1.昭和 24 年以前 66 12.5%

2.昭和 25 年～昭和 34 年 37 7.0%

3.昭和 35 年～昭和 44 年 91 17.3%

4.昭和 45 年～昭和 55 年 92 17.5%

5.昭和 56 年～平成 3年 43 8.2%

6.平成 4年～平成 13年 17 3.2%

7.平成 14 年～平成 23 年 6 1.1%

8.平成 24 年以降 6 1.1%

9.建築年不明 80 15.3%

その他（築年数の違う建物がある） 1 0.2%

無回答 87 16.5%

合計 526 100.0%
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空家になって、１０年以上経過して

（2）空家になってどのくらい経過していますか。（1つ選択） いるのが全体の４６．６％（約半数）

66

37

91

92

43

17

6

6

80

1

87

9
33

26
121

162
57

18
8

1
91

回答数 回答率

1.1 年未満 9 1.7%

2.1 年以上 3年未満 33 6.3%

3.3 年以上 5年未満 26 4.9%

4.5 年以上 10 年未満 121 23.0%

5.10 年以上 162 30.8%

6.20 年以上 57 10.8%

7.30 年以上 18 3.4%

8.不明 8 1.5%

その他（建てて 25 年半くらい） 1 0.2%

無回答 91 17.3%

合計 526 100.0%
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空家の住人が死亡又は施設に入って入所中

（3）空き家になった理由は何ですか。（1つ選択） が全体の４８．１％（約半数）

問 3 空き家の管理について 空家の活用が多少の修繕を含めれば

（1）現在の状況はどのようになっていますか。（1つ選択） 活用可能が全体の５５．９％（半数以上）

200
53

73
7

15
15

56
3

16
88

106
188

102
31

14
85

回答数 回答率

1.住んでいた人が死亡したため 200 38.0%

2.住んでいた人が施設入所、長期入院したため 53 10.1%

3.転居したため 73 13.9%

4.転勤等で長期不在のため 7 1.3%

5.空き家を購入したが入居していないため 15 2.9%

6.貸していた人が転居・死亡したため 15 2.9%

7.相続等により取得したが住む人がいないため 56 10.6%

8.相続手続き中であるため 3 0.6%

9.その他（新潟在住してる、娘と同居、倉庫・別荘として使用）など 16 3.0%

無回答 88 16.7%

合計 526 100.0%

回答数 回答率

1.すぐに活用可能 106 20.2%

2.多少の修繕が必要だが活用可能 188 35.7%

3.老朽化や破損により、活用は困難 2 19.4%

4.わからない 31 5.9%

5.その他（物置、作業場、使用している（年何回か）、借主が管理）など 14 2.7%

無回答 85 16.2%

合計 526 100.0%
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約４０％は家屋の清掃や空気の

（2）管理についてどのようなことを行っていますか。（複数選択可） 入れ替え等を行っている

空家の管理は所有者、

（3）管理は主にどなたが行っていますか。（1つ選択） 家族、親戚関係が７０．９％

221

227

193

177

111

71

35

90

311

62

10

20

123

回答数 回答率

1.家の中の掃除 221 42.0%

2.庭の手入れ 227 43.2%

3.空気の入れ替え 193 36.7%

4.破損箇所の簡単な修繕 177 33.7%

5.冬期間の除雪 111 21.1%

6.何も行っていない 71 13.5%

7.その他（除草、伐採、家周りの片付け、塀取り崩し、借主が管理しているのでわからない）など 35 6.7%

無回答 90 17.1%

合計（複数回答もそれぞれ 1件として計算） 1,125 213.9%

回答数 回答率

1.ご自身もしくは家族 311 59.1%

2.親戚、知人 62 11.8%

3.民間業者 10 1.9%

4.その他（甥、借主、隣人近所の人、成年後見人、誰もしていない）など 20 3.8%

無回答 123 23.4%

合計 526 100.0%
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空家の管理は、５６．５％が

（4）管理はどのくらいの割合で行っていますか。（1つ選択） 半年に１回程度は行っている

身体・年齢・遠距離 などの問題が６０．５％

（5）管理をする（行おうとする）上で困っていることはありますか。（複数選択可）

60
78
78

81
45

7
42

135

105

119

136

182

33

14

24

119

回答数 回答率

1.1～2週間に 1回程度 60 11.4%

2.月に 1回程度 78 14.8%

3.2～3か月に 1回程度 78 14.8%

4.半年に 1回程度 81 15.4%

5.1 年に 1 回程度 45 8.6%

6.数年に 1度程度 7 1.3%

7.その他（毎日、週・月に 2 回、春～秋は毎日、親戚に任せている、何もしていない）など 42 8.0%

無回答 135 25.7%

合計 526 100.0%

回答数 回答率

1.困っていない 105 20.0%

2.管理の手間が大変 119 22.6%

3.身体的、年齢的な問題 136 25.9%

4.現住所から空き家までの距離が遠い 182 34.6%

5.管理を頼める相手を探すのが大変 33 6.3%

6.管理の委託料が高い 14 2.7%

7.その他（ゴミの処分、親族間の意見の相違、固定資産税・管理費用など金銭問題、所在地の情報が入ってこない）など 24 4.6%

無回答 119 22.6%

合計（複数回答もそれぞれ 1件として計算） 732 139.2%



16

問 4 今後の活用について 売りたい、解体したいが３８％ どうすれば良いかわからない１１．６％

（1）今後、空き家をどのようにされますか。（現時点での考えを 1つ選択）

（2）解体後の土地をどのようにされますか。（1つ選択） 無回答が、６８．４％

118
14

36
55

82
26

61
45

89

26
2
2

72
2

40
22

360

回答数 回答率

1.売りたい 118 22.4%

2.貸したい 14 2.7%

3.将来自分または家族が住む 36 6.8%

4.セカンドハウス、物置などとして使用する 55 10.5%

5.解体したい 82 15.6%

6.子や孫などに活用を任せる 26 4.9%

7.どのようにしたら良いかわからない 61 11.6%

8.その他（相談中、市に寄付したい、現状のまま）など 45 8.6%

無回答 89 16.9%

合計 526 100.0%

回答数 回答率

1.更地のまま自分が利用 26 4.9%

2.売却や貸すことなどが決まっている 2 0.4%

3.菜園などにしたい 2 0.4%

4.売りたい 72 13.7%

5.貸したい 2 0.4%

6.どのようにしたら良いかわからない 40 7.6%

7.その他（借地、車庫・駐車場、貸主に返却、自分では決められない、検討中）など 22 4.2%

無回答 360 68.4%

合計 526 100.0%
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（3）今後の活用について困っていることはありますか。（複数選択可） 解体費用がかかる３１．４％

問 5 空き家の活用に対する支援制度について

知らないが、３５．６％

（1）「村上市空き家バンク」をご存じですか。（1つ選択） PRが必要だと思われる

67
124

45
30

64
165

69
63

61
160

59

162

187

0

118

回答数 回答率

1.リフォームしないと活用できる状況ではない 67 12.7%

2.建物の中に荷物があり、その処分に困っている 124 23.6%

3.相続問題等により、自分だけでは対応できない 45 8.6%

4.所有していたいが、管理ができない 30 5.7%

5.建物に愛着があるので、手放すか決められない 64 12.2%

6.解体費用がかかる 165 31.4%

7.売りたい又は貸したいが、相手が見つからない（不動産業者が仲介している） 69 13.1%

8.どうしたら良いかわからない 63 12.0%

9.その他（金銭問題・固定資産税・維持費など、建物の名義変更がされていない、土地問題、特に困っていない）など 61 11.6%

無回答 160 30.4%

合計（複数回答もそれぞれ 1件として計算） 848 161.2%

回答数 回答率

1.内容を知っている 59 11.2%

2.制度名を聞いたことがある程度 162 30.8%

3.知らない 187 35.6%

その他 0 0.0%

無回答 118 22.4%

合計 526 100.0%
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わからない、制度を 詳しく知りたい４５．２％

（2）今後、空き家バンクの活用についてどのようにお考えですか。（1つ選択可）

改修・解体資金の補助が、３７．３％

（3）今後の管理や活用にあたり、市に対してのご要望がありますか。（複数選択可）

49

111

4

147

91

2

122

147

57

139

92

209

回答数 回答率

1.空き家バンクに登録したい 49 9.3%

2.空き家バンクに登録するつもりはない 111 21.1%

3.登録している 4 0.8%

4.わからない 147 27.9%

5.制度についてもっと詳しく知りたい 91 17.3%

その他（登録したいが条件に合わない、現在は貸しているが状況変わったら対策したい） 2 0.4%

無回答 122 23.2%

合計 526 100.0%

回答数 回答率

1.空き家の売買、賃貸及び解体等に仲介業者の情報 147 27.9%

2.空き家の修繕、改修に対する資金の援助 57 10.8%

3.空き家の解体に対する資金の援助 139 26.4%

4.その他（市で空き家を買い取ってほしい、土地が再建築可能か知りたい、荷物

の処分方法、今後維持できるように相談できる場が欲しい、冬期間の除雪のサ

ポート、遠方に住んでいるので情報が入らないこと、固定資産税、金銭関係の問

題、管理してるアパート含む資金援助、相続人が複数おり、かつ所在地が不明な

こと）など

92 17.5%

無回答 209 39.7%

合計（複数回答もそれぞれ 1件として計算） 644 122.4%
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５．活用促進に関する事項

（１）空き家バンク制度

平成２３年１０月から「村上市空き家バンク制度」を開始し、住宅ストックとしての利活用を促進し

ています。

所有者が売却等をしたい意向がある空家等については、新潟県宅地建物取引業協会村上支部や市自治

振興課と連携して、空家等の情報をホームページ等で広く掲載し、空家等の購入を考えている市内外の

人に物件を紹介することにより、利活用可能な空家等の市場流通を促進し、市内への定住促進及び市内

の景観保持を図っています。

（２）住宅リフォーム支援事業

市外から移住する者を支援するため、空き家バンク登録物件購入者に対し改修に要する経費の一部を

補助する「空き家バンク移住応援補助金」と現在居住中の住宅に対する「住宅リフォーム事業補助金」

を実施しています。

村上市空き家バンクは、市内の空家の有効活用を通して、地域住民と都市住民の交流拡大及び定住促進による地

域の活性化を図ることを目的に、空家情報の提供を行うものです。

空き家バンクでは、市内の空家で売却を希望する所有者から物件の提供を求め、空き家バンクへ登録した情報を

ホームページで広く購入希望者へ提供するものです。

空き家バンクとは？
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１．空家等対策に関する基本的な方針

（１）空家等の所有者等による適切な管理の促進

空家等の管理については、財産権や所有権に基づき所有者等が適切に管理することが原則であ

り、法第３条でも「空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）は、周辺の生活環

境に悪影響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるものとする。」と規定されているよ

うに、第一義的には所有者等が自らの責任により適切に管理することが前提となります。

また、空家等を原因とし被害にあった場合などの民事上の事件についても、財産権・所有権に

基づき当事者同士で解決を図ることが原則となります。

このことから、所有者等に対して空家等の適正な管理や利活用の意識付けを行うことが重要で

あり、また、相続、転出などにより、全ての人が空家等の所有者等となる可能性があることを知

らしめることも重要です。このため、広く市民等に対し啓発を行い、空家等問題に関する意識の

涵養を行います。

２．基本施策

空き家等対策の基本的な方針に基づき、施策の柱となる下記の５項目について定め、推進に向け

て取組んで参ります。

（１）空家等の適切な管理の促進

管理不全な空家等を放置した場合、建物の老朽化を招くほか、環境衛生や景観の悪化など、地

域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼすことが予想されることから、市民や所有者等からの相談

等に対しての窓口体制を整備するとともに、空家等の適正管理に向けた情報提供や意識啓発を行

うことで、管理不全な空家等の解消及び発生の未然防止を目指します。

また、空家等が周辺地域にもたらす諸問題及びそれに対処するための市の取組や専門家などに

おける活動について、市のホームページ、広報紙などを通じ、市民意識の向上や理解の促進を図

ることで、空家等の増加抑制に努めます。

（２）空家等の利活用の促進

空家等について、中古住宅の活用策や流通促進の支援を実施し、空家等の活用を活性化させる

ことで、空家等の増加抑制及び特定空家等の発生予防に努めます。

（３）空家等に対する措置

空家等に隣接する地域住民の生活環境を及ぼしている空家等に対して、当該空家等の状態やそ

の周辺の生活環境への悪影響の程度などを総合的に勘案し、所有者等に対して状況に応じた指導、

第３章 空家等対策に関する基本施策
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勧告、命令など必要な措置を講じます。

（４）空家等対策の実施体制

空家等に関する情報提供や相談の内容については、空家等が周辺住民に及ぼす悪影響（構造上

の問題、敷地内のごみ、草木の繁茂など）に関する地域住民による通報から、所有者等自らによ

る適切な管理方法や利活用に関する相談まで多岐にわたり、多く寄せられているため、相談体制

の整備を図っていきます。

（５）計画の進歩・効果の検証

本計画の実効性を確保するため、毎年度、具体的施策の取組状況について点検を行い、施策の

有効性、効率性などの検証及び評価を行い、その結果を次年度の施策に反映させます。

３．各施策の具体的な取組

基本施策について具体的な取組を進めてまいります。

（１）空家等の適切な管理の促進

１．空家等に関する情報収集

市民から空家等について情報提供があった場合は、その状態を把握するため現地調査を行い

ます。

また、所有者等の特定を行うため、関係機関から情報を収集するとともに、地域住民からの

聞取り調査を実施します。

２．情報のデータベース化

空家等の所在地、現況、所有者等の氏名や住所など、把握した情報のほか、特定空家等の認

定や措置などの所有者等への対応記録につて、データベース化を行い、その情報を庁内の関係

する部署で共有します。

３．地域住民・民間事業者と連携した対策

空家等の問題は、地域の生活環境に与える影響が大きいことから、地域住民や関係団体等と

連携を図り、管理不全な空家等の把握に努め、所有者等に対し適正管理の指導等を行います。

また、市民の生命、身体又は財産へ危険が及ぶことを防止するため、市による緊急措置や危

険排除の実施が必要であると判断した場合、法に基づき原因となっている空家等に措置を講じ

ます。

なお、本市が行う措置は、空家等の解体を前提としたもではなく、公益性に基づく危険排除

のために必要最小限の範囲で行うもとします。
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４．相談窓口体制の充実

所有者等や市民からの空家等に関する相談窓口を市民課生活人権室とします。また地域に根

ざした相談体制を構築するために、各支所地域振興課市民生活室を相談窓口とします。

それぞれの相談窓口においては、管理不全な空家等の相談・情報提供を受けた時は、早急に

現地調査を実施するとともに、登記、住民票、戸籍、固定資産税等に係る情報を活用し、所有

者等を調査の上、所有者等へ空家等の状況や必要な対応について連絡等を行います。

また、問題解決に専門的知識を要する相談を受けた時は、適宜、法律等の専門団体を紹介し

ます。

相談窓口での常時対応のほか、所有者等による自主的な管理・活用・処分の促進を図るため、

関係機関や関係団体等との連携により、所有者等向けの相談会等を検討いたします。相談会等

の開催にあたっては、多くの相談者に来場してもらえるよう積極的な PRに努めます。

特に本市は、持家に居住する中高年の単身世帯や高齢者のみの世帯への予防的な空家対策が、

今後重要課題であると考えられることから、将来相続することになる家族等も対象に、空家問題

や利活用、相続手続き、不動産管理等に関する意識啓発や情報提供を行います。

◆窓口での相談対応図

【総合相談窓口】

市民課生活人権室

法律、宅建協会等の各種専門団体

団体業務

の広報

業務情報

の提供空家等の

所有者等

相談・業務依頼

相談対応・業務の実施

相続

相続、利活用、

管理、処分等

相談対応・情報提供

適切な管理の周辺

市の支援青銅

各種専門団体

【各支所相談窓口】

地域振興課市民生活室
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５．管理不全な空家等の発生防止

空家等が管理不全となることを防止するため、利活用可能な空家等を把握し、所有者等に対し

空家等の利活用を促すとともに、活用できない空家等の除却の推進を図るため、期間を定めた補

助金制度の創設や国の事業等について検討します。

また、税務課と連携し固定資産税納税通知書送付時に空家等の適正管理のお願い文書を同封し、

納税義務者に空家等に関する意識啓発をしたり、死亡等で承継手続きに市民課窓口にらいちょう

された方々に相続登記についてのチラシを渡したりして、管理不全な空家等にならないよう啓発

に努めます。

（２）空家等の利活用の促進

１．空家等の有効活用に関する情報提供

空家等の有効活用に関する情報を市のホームページや広報紙に掲載したり、市役所や各支所の相

談窓口での情報提供や自治会などに対し情報提供を行います。

２．町屋住宅の有効活用の促進

村上地区の一部と神林地区の一部には昔ながらの町屋造りの住宅が存在し、今後歴史的町並みを

残していくためには、空家等の売却又は賃貸する意思のある空家等所有者等に対して、専門家団体

などと連携し、町並み形成を崩すことのない有効活用策を提案したり、また、県内外で成功したリ

ノベーション事例を様々な媒体を通じて紹介することで、次世代につながる町屋の活用促進に取組

んで行きます。

また、国の空家再生等推進事業や新潟県の空家再生まちづくり支援事業等の活用も検討して行き

ます。

３．中山間地の空家等の有効活用の促進

現在行っている空き家バンク制度の登録推進や、市のホームページ等に中山間地に移住された方

のコメントなどを掲載するなどして、中山間地の空家等住宅を PRし利活用促進を図ります。

４．空家等の活用による地域活性化

空家等及びその跡地を集会施設や広場などとして有効活用を図る地区の取組みに対する支援に

ついて検討します。

（３）空家等に対する措置

１．空家等に関する情報提供

地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼす恐れがある空家等に対しては、特定空家等の発生を未
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然に防止する観点から、空家等の適切な管理促進を図るため、所有者等に対して当該空家等に関す

る情報提供、助言その他必要な対応を行ないます。

２．空家法及び条例の規定による措置

適切な管理が行われていない結果として、現に地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしている

特定空家等に対しては、必要な措置を講ずることが求められます。

このため、市は所有者等を把握するため、固定資産税の課税情報などのうち、氏名その他の所有

者等に関する情報を利用し、空家等の現状を確認し、地域住民の生活環境の保全を図るためにどの

ような措置が必要となるか検討を行い、必要に応じて立入調査を行い、調査結果を踏まえ、所有者

等に対して必要な措置（助言又は指導、勧告及び命令）を講じます。

３．特定空家等に関する認定基準

空家等の老朽化に伴い、近隣住民の生活に危険を及ぼす恐れのある空家等に対しては、村上市特

定空家等認定基準などにより、「村上市空き家等の適正管理に関する調整会議」に諮り特定空き家

に分類するかどうかを協議します。

【村上市特定空家等認定基準】

４．特定空家等に対する措置

１）特定空家等に対しては、法及び条例などの規定に基づき助言又は指導、勧告、命令等の措置を

行います。

２）法及び条例に基づき特定空家等の所有者等に勧告措置を行った場合は、固定資産税等の課税標

準の特例措置の対象から除外するなどの措置を行います。

３）行政代執行を行う場合には、費用回収の困難さや、自ら適正管理を行っている空家等所有者と

の公平性の確保など、課題もあることから、緊急性などを考慮して慎重に対応することとします。

４）行政代執行を行う場合は、「村上市空き家等の適正管理に関する調整会議」に諮るものとしま

す。また、必要に応じて専門的知見を有する者などから意見を聴取します。

５）助言・指導により、所有者等が対策を講じて空き家等の状況が改善された場合は、市の判断で

特定空家等の認定を解除します。

１ そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となる状態にあるもの

２ そのまま放置すれば著しく衛生上有害となる状態にあるもの

３ 著しく景観等を損なっている状態にあるもの

４ その他周辺の生活環境の保全のために放置することが不適切であるもの
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特定空家等に対する措置フロー図

空家等

建築物又はこれに附属する工作物であって、居住その他の使用が

なされていないことが常態であるもの及びその敷地

（立木その他の土地に定着する物を含む。）

所有者等に働きかけが必要な空家等

（例）

・そのまま放置すれば将来的に特定空家等になる恐れがある

・適正管理に向けて所有者等に情報提供や注意喚起を行う必要

がある

・適正管理を行わない管理不全な空き家に対してのは、特定空

家等の認定に関する調査が必要である。

特定空家等(当市認定基準により判断)
①そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となる恐れの

ある状態

②そのまま放置すれば著しく衛生上有害となる恐れのある状

態

③著しく景観を損なっている状態

④周辺の生活環境の保全のため放置されている不適切な状態

放置することが著しく公益に反する特定空家等

（例）

・人の生命身体、財産に多大な被害を及ぼす恐れがある

・多数の地域住民の生活環境を著しく損なう恐れがある

・公共施設の安全な利用上著しい支障を及ぼす恐れがある

市民や関係機関からの

情報提供等による把握

職員による現地調査等

空家等の所有者等の調査

情報提供・助言

（法第１２条）

助言・指導

（法第１４条第１項）

特定空家等の認定に

関する調査

村上市空家等の適正管理に

関する調整会議で認定審査

特定空家等に認定

勧 告

（法第１４条第２項）

命 令

（法第１４条第３項）

行政代執行

（法第１４条第９項）

行

政

指

導

行

政

処

分
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（４）実施体制の整備

空家等の対策を効果的・効率的に推進するため、庁内関係部署及び関係団体との連携を強化する

とともに、地域や関係機関との連携を図り空き家等の発生の予防から管理不全な状況の改善にわた

る各段階に応じた実施体制の充実に取り組みます。また、空き家バンクと協定を締結している新潟

県宅地建物取引業協会村上支部との連携も図りながら取り組みを進めてまいります。

【実施体制フロー図】

＜所有者等＞

●空家等の適正管理

＜関係機関＞

・警察署

・水道局

・ガス事業者

・電気事業者 など

●空家等に関する情報提

供

●空家等対策の取組へ

の連携及び協力

＜民間事業者＞

・新潟県宅地建物取引業協会

村上支部

・新潟県司法書士会下越支部

村上支局

・NPO法人都岐沙羅ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ
ｾﾝﾀｰ など

●中古住宅の有効活用及び流

通促進

●空家等に関する情報提供

●空家等の維持管理

●空家等対策の取組への連携

及び協力

＜専門家団体＞

・新潟県弁護士会

・新潟県司法書士会下越支部村上支局

・新潟県宅地建物取引業協会村上支部

・新潟県土地家屋調査士会 など

●専門的相談（空家等の売買及び賃貸、相続、権

利関係の整理、紛争解決、登記など）

●中古住宅の有効活用及び流通促進の提案（建築

診断、利活用など）

●空家等に関する情報提供

●空家等対策の取組への連携及び協力

＜地域＞

・区長会

・民生委員・児童委員

・ボランティア など

●空家等に関する情報提

供

●空家等対策の取組への

連携及び協力

実施相談

実施

依頼

相談

支援

相談

見守り

＜空家等対策に関係する部署＞

●計画に基づく取組の実施

＜空家等対策庁内推進会議＞

●空家等対策の推進に関する協議

●取組の点検

＜空家等対策計画策定委員会＞

●計画の作成及び変更並びに実施に関

する協議

●取組の検証及び評価

【市】
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（５）計画の進歩管理と効果検証

本計画を実行性のあるものとするため、計画に基づく施策の進歩と効果を検証するとともに、そ

の結果や社会経済情勢の変化等を踏まえ、適宜見直すものとします。

なお、評価に際しては別紙様式を使用し、進歩管理及び効果検証を進めていきます。
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○空家等対策の推進に関する特別措置法

平成 26 年法律第 127 号

（目的）

第一条 この法律は、適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域住民の生活環境

に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、地域住民の生命、身体又は財産を保護するとともに、その生

活環境の保全を図り、あわせて空家等の活用を促進するため、空家等に関する施策に関し、国による基

本指針の策定、市町村（特別区を含む。第十条第二項を除き、以下同じ。）による空家等対策計画の作

成その他の空家等に関する施策を推進するために必要な事項を定めることにより、空家等に関する施策

を総合的かつ計画的に推進し、もって公共の福祉の増進と地域の振興に寄与することを目的とする。

（定義）

第二条 この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使

用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）を

いう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。

２ この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれ

のある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないことにより著

しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である

状態にあると認められる空家等をいう。

（空家等の所有者等の責務）

第三条 空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）は、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさ

ないよう、空家等の適切な管理に努めるものとする。

（市町村の責務）

第四条 市町村は、第六条第一項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに基づく空家等に関する対

策の実施その他の空家等に関する必要な措置を適切に講ずるよう努めるものとする。

（基本指針）

第五条 国土交通大臣及び総務大臣は、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本

的な指針（以下「基本指針」という。）を定めるものとする。

２ 基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

一 空家等に関する施策の実施に関する基本的な事項

二 次条第一項に規定する空家等対策計画に関する事項

三 その他空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項

３ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、

関係行政機関の長に協議するものとする。

【資料編】 関係法令
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４ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公

表しなければならない。

（空家等対策計画）

第六条 市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、基本指針に

即して、空家等に関する対策についての計画（以下「空家等対策計画」という。）を定めることができ

る。

２ 空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

一 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空家等に関する対策に

関する基本的な方針

二 計画期間

三 空家等の調査に関する事項

四 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項

五 空家等及び除却した空家等に係る跡地（以下「空家等の跡地」という。）の活用の促進に関する事項

六 特定空家等に対する措置（第十四条第一項の規定による助言若しくは指導、同条第二項の規定によ

る勧告、同条第三項の規定による命令又は同条第九項若しくは第十項の規定による代執行をいう。以下

同じ。）その他の特定空家等への対処に関する事項

七 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項

八 空家等に関する対策の実施体制に関する事項

九 その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項

３ 市町村は、空家等対策計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければ

ならない。

４ 市町村は、都道府県知事に対し、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関し、情報の提供、

技術的な助言その他必要な援助を求めることができる。

（協議会）

第七条 市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うための協議会（以下

この条において「協議会」という。）を組織することができる。

２ 協議会は、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）のほか、地域住民、市町村の議会の議員、

法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者その他の市町村長が必要と認める者をもって構

成する。

３ 前二項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。

（都道府県による援助）

第八条 都道府県知事は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施その他空家等に関しこの法律に基

づき市町村が講ずる措置について、当該市町村に対する情報の提供及び技術的な助言、市町村相互間の

連絡調整その他必要な援助を行うよう努めなければならない。

（立入調査等）

第九条 市町村長は、当該市町村の区域内にある空家等の所在及び当該空家等の所有者等を把握するた

めの調査その他空家等に関しこの法律の施行のために必要な調査を行うことができる。
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２ 市町村長は、第十四条第一項から第三項までの規定の施行に必要な限度において、当該職員又はそ

の委任した者に、空家等と認められる場所に立ち入って調査をさせることができる。

３ 市町村長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認められる場所に立ち入ら

せようとするときは、その五日前までに、当該空家等の所有者等にその旨を通知しなければならない。

ただし、当該所有者等に対し通知することが困難であるときは、この限りでない。

４ 第二項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証明書を

帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。

５ 第二項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。

（空家等の所有者等に関する情報の利用等）

第十条 市町村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有する情報であって氏

名その他の空家等の所有者等に関するものについては、この法律の施行のために必要な限度において、

その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内部で利用することができる。

２ 都知事は、固定資産税の課税その他の事務で市町村が処理するものとされているもののうち特別区

の存する区域においては都が処理するものとされているもののために利用する目的で都が保有する情

報であって、特別区の区域内にある空家等の所有者等に関するものについて、当該特別区の区長から提

供を求められたときは、この法律の施行のために必要な限度において、速やかに当該情報の提供を行う

ものとする。

３ 前項に定めるもののほか、市町村長は、この法律の施行のために必要があるときは、関係する地方

公共団体の長その他の者に対して、空家等の所有者等の把握に関し必要な情報の提供を求めることがで

きる。

（空家等に関するデータベースの整備等）

第十一条 市町村は、空家等（建築物を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、又は賃貸するた

めに所有し、又は管理するもの（周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう適切に管理されているもの

に限る。）を除く。以下第十三条までにおいて同じ。）に関するデータベースの整備その他空家等に関す

る正確な情報を把握するために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

（所有者等による空家等の適切な管理の促進）

第十二条 市町村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、これらの者に対し、情報の

提供、助言その他必要な援助を行うよう努めるものとする。

（空家等及び空家等の跡地の活用等）

第十三条 市町村は、空家等及び空家等の跡地（土地を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、

又は賃貸するために所有し、又は管理するものを除く。）に関する情報の提供その他これらの活用のた

めに必要な対策を講ずるよう努めるものとする。

（特定空家等に対する措置）

第十四条 市町村長は、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、除却、修繕、立木竹の

伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置（そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危

険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態にない特定空家等について

は、建築物の除却を除く。次項において同じ。）をとるよう助言又は指導をすることができる。
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２ 市町村長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当該特定空家等の状態が改

善されないと認めるときは、当該助言又は指導を受けた者に対し、相当の猶予期限を付けて、除却、修

繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置をとることを勧告することがで

きる。

３ 市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらな

かった場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、相当の猶予期限を付けて、その

勧告に係る措置をとることを命ずることができる。

４ 市町村長は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじめ、その措置を命じようとす

る者に対し、その命じようとする措置及びその事由並びに意見書の提出先及び提出期限を記載した通知

書を交付して、その措置を命じようとする者又はその代理人に意見書及び自己に有利な証拠を提出する

機会を与えなければならない。

５ 前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を受けた日から五日以内に、市町村長に対し、意見書

の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求することができる。

６ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては、第三項の措置を命じよ

うとする者又はその代理人の出頭を求めて、公開による意見の聴取を行わなければならない。

７ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、第三項の規定によって命じよう

とする措置並びに意見の聴取の期日及び場所を、期日の三日前までに、前項に規定する者に通知すると

ともに、これを公告しなければならない。

８ 第六項に規定する者は、意見の聴取に際して、証人を出席させ、かつ、自己に有利な証拠を提出す

ることができる。

９ 市町村長は、第三項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を命ぜられた者がそ

の措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行しても同項の期限までに完了する見込み

がないときは、行政代執行法（昭和二十三年法律第四十三号）の定めるところに従い、自ら義務者のな

すべき行為をし、又は第三者をしてこれをさせることができる。

10 第三項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくてその措置を命ぜられ
るべき者を確知することができないとき（過失がなくて第一項の助言若しくは指導又は第二項の勧告が

行われるべき者を確知することができないため第三項に定める手続により命令を行うことができない

ときを含む。）は、市町村長は、その者の負担において、その措置を自ら行い、又はその命じた者若し

くは委任した者に行わせることができる。この場合においては、相当の期限を定めて、その措置を行う

べき旨及びその期限までにその措置を行わないときは、市町村長又はその命じた者若しくは委任した者

がその措置を行うべき旨をあらかじめ公告しなければならない。

11 市町村長は、第三項の規定による命令をした場合においては、標識の設置その他国土交通省令・総
務省令で定める方法により、その旨を公示しなければならない。

12 前項の標識は、第三項の規定による命令に係る特定空家等に設置することができる。この場合にお
いては、当該特定空家等の所有者等は、当該標識の設置を拒み、又は妨げてはならない。

13 第三項の規定による命令については、行政手続法（平成五年法律第八十八号）第三章（第十二条及
び第十四条を除く。）の規定は、適用しない。
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14 国土交通大臣及び総務大臣は、特定空家等に対する措置に関し、その適切な実施を図るために必要
な指針を定めることができる。

15 前各項に定めるもののほか、特定空家等に対する措置に関し必要な事項は、国土交通省令・総務省
令で定める。

（財政上の措置及び税制上の措置等）

第十五条 国及び都道府県は、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に関する対策の適切かつ円

滑な実施に資するため、空家等に関する対策の実施に要する費用に対する補助、地方交付税制度の拡充

その他の必要な財政上の措置を講ずるものとする。

２ 国及び地方公共団体は、前項に定めるもののほか、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に

関する対策の適切かつ円滑な実施に資するため、必要な税制上の措置その他の措置を講ずるものとする。

（過料）

第十六条 第十四条第三項の規定による市町村長の命令に違反した者は、五十万円以下の過料に処する。

２ 第九条第二項の規定による立入調査を拒み、妨げ、又は忌避した者は、二十万円以下の過料に処す

る。

附 則

（施行期日）

１ この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。

ただし、第九条第二項から第五項まで、第十四条及び第十六条の規定は、公布の日から起算して六月

を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。

（平成二七年政令第五〇号で、本文に係る部分は、平成二七年二月二六日から、ただし書に係る部分は、

平成二七年五月二六日から施行）

（検討）

２ 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘案し、必要が

あると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて所要の措置を講ずるも

のとする。
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○村上市空き家等の適正管理に関する条例

平成 25年 3月 22日
条例第 12号

(目的)
第 1条 この条例は、空き家等の適正な管理に関し必要な事項を定めることにより、空き家等が管理不

全な状態となることの防止を図り、もって生活環境の保全及び安全安心なまちづくりの推進に寄与する

ことを目的とする。

(定義)
第 2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

(1) 空き家等 本市の区域内に所在する建物その他の工作物で、正当な権限を有する者の用に現に継続

して供されていないもの及びその敷地並びに空き地(原則として農林業用地を除く。以下同じ。)をいう。
(2) 管理不全な状態 次のいずれかに該当する状態をいう。

ア 老朽化又は積雪、台風、地震等によって、空き家等が倒壊し、又は空き家等に用いられた建築材料

が飛散し、若しくははく落することにより、人の生命若しくは身体又は財産に被害を与えるおそれがあ

る状態

イ 空き家等に不特定の者が侵入することにより火災又は犯罪が生じ、又は生じるおそれが著しく高い

状態

ウ ねずみ族、昆虫等が相当程度に繁殖し、人の生命、身体若しくは財産又は周囲の生活環境に害を及

ぼすおそれがある状態

(3) 所有者等 本市の区域内に所在する空き家等を所有し、又は管理する者をいう。

(当事者間における解決との関係)
第 3条 この条例の規定は、管理不全な状態にある空き家等に関する紛争について、当該紛争の当事者

間において解決を図ることを妨げない。

(所有者等の責務)
第 4条 所有者等は、その所有し、又は管理する空き家等が管理不全な状態にならないように自らの責

任において適正な管理をしなければならない。

(市民等の役割)
第 5条 市民等は、管理不全な状態にある空き家等があると認めるときは、速やかに本市にその情報を

提供するものとする。

2 市民等は、地域の良好な生活環境の保全に努めるとともに、前項に規定する情報に基づき市が実施

する必要な措置に協力するものとする。

(実態調査)
第 6条 市長は、前条第 1項の規定による情報の提供を受け、又は空き家等が管理不全な状態にあると
推測されるときは、当該所有者等の所在、管理不全な状態の程度等を調査することができる。

(助言又は指導)
第 7条 市長は、前条の規定による調査等により、当該空き家等が管理不全な状態にあると認めるとき、

又は管理不全な状態になるおそれがあると認めるときは、当該所有者等に対し、必要な措置について、

助言し、又は指導することができる。
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(勧告)
第 8条 市長は、前条の規定による助言又は指導を行ったにもかかわらず、なお、当該空き家等が管理

不全な状態にあるときは、当該所有者等に対し、期限を定めて必要な措置を講ずるよう勧告することが

できる。

2 市長は、空き家等が現に危険な状態にあると認めるときは、前条の規定による助言又は指導を行わ

ずに、当該所有者等に対し、期限を定めて必要な措置を講ずるよう勧告することができる。

(命令)
第 9条 市長は、前条の規定による勧告に応じないときは、当該所有者等に対し、期限を定めて必要な

措置を講ずるよう命令することができる。

(公表)
第 10条 市長は、前条の規定による命令を行ったにもかかわらず、当該所有者等が正当な理由なく当

該命令に従わないときは、次に掲げる事項を公表することができる。

(1) 命令に従わない者の住所及び氏名(法人その他の団体にあっては、主たる事務所の所在地並びに名
称及び代表者の氏名)
(2) 命令の対象である空き家等の所在地

(3) 命令の内容

(4) 前 3号に掲げるもののほか市長が必要と認める事項
2 市長は、前項の規定により公表をするときは、事前に当該公表に係る者に意見を述べる機会を与え

なければならない。

(立入調査)
第 11条 市長は、第 6条の規定による調査、第 7条の規定による助言若しくは指導、第 8条の規定に
よる勧告、第 9条の規定による命令又は前条の規定による公表を行う場合において必要があると認める
ときは、当該必要の限度において職員に必要な場所に立ち入らせ、必要な調査をさせることができる。

2 前項の立入調査には、専門的な知識を有する者を同行させ、客観的な判断を求めることができる。

3 第 1項の規定により立入調査をする職員は、その身分を証明する書類を携帯し、所有者等その他の
関係人の請求があったときは、これを提示しなければならない。

4 第 1項の規定による立入調査は、これを犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。
(緊急安全代行措置)
第 12条 市長は、助言、指導、勧告又は命令を行った場合において緊急に危険を回避する必要がある

と認めるときは、所有者等の同意を得て、当該危険を回避するために必要と認める最低限度の措置を講

ずることができる。

2 市長は、前項の措置を講じたときは、所有者等から当該措置に係る費用を徴収するものとする。

(代執行)
第 13条 市長は、第 9条の規定による命令(他人が代わってなすことのできる行為に係る命令に限る。)
を受けた者が当該命令に従わない場合において、他の手段によってその履行を確保することが困難であ

り、かつ、その不履行を放置することが著しく公益に反すると認められるときは、行政代執行法(昭和
23年法律第 43号)の定めるところにより、自ら必要な措置を行い、又は第三者にこれを行わせ、その費
用を当該命令を受けた空き家等の所有者等から徴収することができる。
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(関係機関との連携)
第 14条 市長は、管理不全な状態にある空き家等による危険を回避するために必要があると認めると

きは、本市の区域を管轄する国若しくは県の機関又は警察署その他の関係機関に必要な協力を要請する

ことができる。

(資料の提供等)
第 15条 市長は、この条例の施行において必要があると認めるときは、官公署に対し、必要な資料の

提供又は閲覧を求めることができる。

(委任)
第 16条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、別に定める。

附 則

この条例は、平成 25年 7月 1日から施行する。
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○村上市空き家等の適正管理に関する条例施行規則

平成 25年 6月 28日
規則第 48号

(趣旨)
第 1条 この規則は、村上市空き家等の適正管理に関する条例(平成 25年村上市条例第 12号。以下「条
例」という。)の施行に関し必要な事項を定めるものとする。
(定義)
第 2条 この規則で使用する用語は、条例で使用する用語の例による。

(情報提供による措置)
第 3条 市長は、条例第 5条第 1項の規定による情報の提供を受けたときは、次に掲げる書類を作成し、
条例第 6条に規定する実態調査を行うものとする。
(1) 空き家等の適正管理情報受付簿(様式第 1号)
(2) 空き家等の適正管理台帳(様式第 2号)
(助言又は指導)
第 4条 条例第 7条の規定による助言又は指導をするときは、空き家等の適正管理に関する助言・指導
書(様式第 3号)により行うものとする。
(勧告)
第 5条 条例第 8条の規定による勧告(以下「勧告」という。)は、空き家等の適正管理に関する勧告書(様
式第 4号)により行うものとする。
(命令)
第 6条 条例第 9条の規定による命令(以下「命令」という。)は、空き家等の適正管理に関する命令書(様
式第 5号)により行うものとする。
2 市長は、命令を行うに当たっては、命令の名あて人となるべき者が意見を述べる機会として、空き

家等の適正管理に関する命令に対する意見陳述機会の付与通知書(様式第 6号)により、勧告に従わなか
った者に通知するものとする。

3 前項の規定による通知を受けて意見を述べようとする者は、当該通知書の発行の日から起算して 14
日以内に、空き家等の適正管理に関する命令に対する意見書(様式第 7号)を提出するものとする。
(公表の手続き)
第 7条 市長は、条例第 10条第 1項の規定による公表(以下「公表」という。)を行う必要があると認め
る所有者等に、空き家等の適正管理に関する公表に対する意見陳述機会の付与通知書(様式第 8号)を送
付するものとする。

2 前項の規定による通知を受けて意見を述べようとする者は、当該通知書の発行の日から起算して 14
日以内に、空き家等の適正管理に関する公表に対する意見書(様式第 9号)を提出するものとする。
3 市長は、公表を行うときは、事前に空き家等の適正管理に関する公表通知書(様式第 10号)を当該空
き家等の所有者等に通知するものとする。

4 条例第 10条に規定する正当な理由は、所有者等が次の各号のいずれかに該当するときとする。
(1) 生活保護法(昭和 25年法律第 144号)による保護を受けている状況、又はこれに準ずる状況にある
ため、命令に係る必要な措置を講ずることができないと認められるとき。
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(2) 命令の履行期限までに必要な措置を講ずるに至らなかったものの、当該期限後相当な期間のうちに

これを行うことを書面で誓約したとき。

(3) 前 2号に掲げるときのほか、特別の事由があると市長が認めたとき。
(公表の方法)
第 8条 公表は、次に掲げる方法により行うものとする。

(1) 村上市公告式条例(平成 20年 4月 1日村上市条例第 3号)第 2条第 2項に定める掲示場への掲示
(2) 市広報及び市ホームページへの掲載

(3) その他市長が必要と認める方法

(立入調査)
第 9条 市長は、この条例の目的を達成するために必要な範囲において、指定した職員を空き家等の敷

地内に立ち入って調査させ、所有者等及びその関係人に対して、必要な事項の報告を求め、又は事情を

聴取することができる。

2 市長は、空き家等に立ち入って調査させる必要があると認めるときは、あらかじめ所有者等に対し

て空き家等の適正管理に関する立入調査実施通知書(以下「立入調査実施通知書」という。)(様式第 11
号)を交付し、立入調査の趣旨及び内容を十分に説明してから実施するものとする。この場合において、
所有者等を確知できないときは、立入調査実施通知書により遅くとも立入調査を実施しようとする日の

7日前までに公告しなければならない。ただし、建物その他の工作物の内部に立ち入る場合を除き、緊
急やむを得ない場合は、立入調査実施通知書の交付を省略できるものとする。

3 前 2項の規定による立入調査を行う当該職員は、身分証明書(様式第 12号)を携帯し、所有者等及び
その関係人の請求があるときは、これを提示するものとする。

(緊急安全代行措置)
第 10条 条例第 12条に規定する所有者等に同意を得るべき事項は、次のとおりとする。
(1) 緊急安全代行措置の概要に関する事項

(2) 緊急安全代行措置に要する費用に関する事項

(3) 所有者等の費用負担に関する事項

(4) 前 3号に掲げる事項のほか、市長が必要と認める事項
2 市長は、前項に規定する事項について所有者等が同意したときは、緊急時における安全措置のため

の同意書兼誓約書(様式第 13号)の提出を受けるものする。
(代執行)
第 11条 条例第 13条に定める代執行(以下「代執行」という。)は、戒告書(様式第 14号)を送達し、そ
の期限までにその義務を履行しない所有者等に対して、代執行令書(様式第 15号)により通知して行うも
のとする。

2 前項の代執行の執行責任者は、本人であることを示す証票として、行政代執行責任者証(様式第 16
号)を携帯し、関係人の請求があるときは、これを提示するものとする。
(費用の徴収)
第 12条 市長は、緊急安全代行措置、代執行に要した費用を所有者等から徴収するときは、執行後 14
日以内に納入通知書により措置に要した費用の額及び納入期限を所有者等に通知する。

2 前項の納入期限は、納入通知書の発行の日から 30日とする。
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(督促)
第 13条 市長は、代執行に要した費用が納入期限までに納入されないときは、納入期限から 20日以内
に処理費用督促状(様式第 17号)により督促するものとする。
(滞納処分に関する職務の委任)
第 14条 市長は、行政代執行法(昭和 23年 5月 15日法律第 43号)第 6条の規定により、代執行費用そ
の他法の規定による徴収金(以下「徴収金」という。)の滞納処分に関する職務を徴収金の賦課徴収に関
する事務に従事する職員に対して委任する。

2 前項の規定により委任を受けた職員は、徴収金の滞納処分を行うときは、身分を証する証票として

代執行費用滞納処分職員証(様式第 18号)を携帯し、所有者等及びその関係人の請求があるときは、これ
を提示するものとする。

(村上市空き家等の適正管理に関する調整会議)
第 15条 市長は、空き家等の状態及び周辺地域に及ぼす影響を総合的に勘案した対応方針について判

断するため、村上市空き家等の適正管理に関する調整会議(以下「調整会議」という。)を設置する。
2 調整会議は、次に掲げる事項について協議し、市長に報告するものとする。

(1) 命令に関する事項

(2) 公表に関する事項

(3) 代執行に関する事項

(4) その他必要な事項

3 前各項に定めるもののほか、調整会議の運営に関し必要な事項は、別に定める。

(委任)
第 16条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

この規則は、平成 25年 7月 1日から施行する。
附 則(平成 25年 12月 26日規則第 56号)
この規則は、平成 26年 1月 1日から施行する。
附 則(平成 28年 3月 15日規則第 6号)
この規則は、行政不服審査法(平成 26年法律第 68号)の施行の日(平成 28年 4月 1日)から施行する。
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○村上市空き家等対策計画策定委員会設置条例

平成 30年 3月 19日
条例第 10号

(設置)
第1条 村上市における空き家等対策を総合的かつ計画的に実施することを目的とした村上市空き家等

対策計画(以下「空き家等対策計画」という。)について審議するため、村上市空き家等対策計画策定委
員会(以下「委員会」という。)を置く。
(所掌事務)
第 2条 委員会は、市長の諮問に応じ、空き家等対策計画の策定に関し必要な事項を調査又は審議する。

(組織)
第 3条 委員会は、10人以内の委員をもって組織する。
2 委員は、次の各号に掲げる者のうちから市長が委嘱する。

(1) 地域住民

(2) 法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者

(3) 前 2号に掲げるもののほか、市長が必要と認める者
(委員の任期)
第 4条 委員の任期は、委嘱の日から空き家等対策計画の策定の日までとする。

(委員長及び副委員長)
第 5条 委員会に、委員長及び副委員長各 1人を置き、委員の中から互選する。
2 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。

3 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき、又は欠けたときは、その職務を代理する。

(会議)
第 6条 委員会の会議(以下「会議」という。)は、委員長が招集し、その議長となる。ただし、初回の
会議については、市長が招集する。

2 会議は、半数以上の委員が出席しなければ開くことができない。

3 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは議長の決するところによる。

(意見の聴取等)
第 7条 委員会は、調査又は審議に必要があると認めるときは、委員以外の者に出席を求めて意見若し

くは説明を聴き、又は必要な資料の提出を求めることができる。

(庶務)
第 8条 委員会の庶務は、市民課において処理する。

(報酬及び費用弁償)
第 9条 委員の報酬及び費用弁償は、村上市の特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関す

る条例(平成 20年村上市条例第 46号)に定めるところによる。
(委任)
第 10条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員会が別に定める。

附 則

この条例は、平成 30年 4月 1日から施行する。



40

○村上市空き家等の適正管理に関する調整会議運営要綱

平成 25年 6月 28日
告示第 357号

(目的)
第 1条 この要綱は、村上市空き家等の適正管理に関する条例施行規則(平成 25年村上市規則第 48号)
第 15条の規定に基づき、村上市空き家等の適正管理に関する調整会議(以下「調整会議」という。)の組
織、運営その他必要な事項を定めるものとする。

(所掌事務)
第 2条 調整会議は、村上市空き家等の適正管理に関する条例(平成 25年村上市条例第 12号)(以下「条
例」という。)第 9条、第 10条又は第 13条の行政処分を行うに当って、実態調査、立入調査及びその
他必要な調査、並びに所有者等の意見を踏まえ、その是非について協議し、結果を市長に報告する。

(組織)
第 3条 調整会議は、会長、副会長及び委員をもって組織する。

2 会長は、副市長をもって充て、会務を総理する。

3 副会長は、市民課長をもって充て、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理する。

4 委員は、総務課長、財政課長、政策推進課長、自治振興課長、税務課長、環境課長、建設課長、都

市計画課長、荒川支所長、神林支所長、朝日支所長、山北支所長及び消防長をもって充てる。

(会議)
第 4条 調整会議は、会長が招集する。

2 調整会議は、委員の定数の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。

3 調整会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。

(関係者の出席)
第 5条 会長は、必要があると認めるときは、関係者に対し、調整会議の会議に出席を求めて説明若し

くは意見を聴き、又は必要な資料の提出を求めることができる。

(守秘義務)
第 6条 会長、副会長及び委員は、職務上知り得た情報を他に漏らしてはならない。その職を退いた後

も同様とする。

(庶務)
第 7条 調整会議の庶務は、市民課において処理する。

(委任)
第 8条 この要綱に定めるもののほか、調整会議の運営に関し必要な事項は、会長が別に定める。

附 則

この要綱は、平成 25年 7月 1日から施行する。
附 則(平成 27年 3月 30日告示第 122号)
この要綱は、平成 27年 4月 1日から施行する。
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